
 

日光市移住促進住宅取得補助金交付要綱 

（趣旨） 

第１条 この要綱は、移住者に対して市内に住宅を取得するための費用の一部を補

助することにより、移住定住を促進し、もって地域の活力を維持及び向上させる

ことを目的に交付する日光市移住促進住宅取得補助金（以下「補助金」という。）

について、日光市補助金等交付規則（平成１８年日光市規則第５９号。以下「規

則」という。）に定めるもののほか、必要な事項を定めるものとする。 

（定義） 

第２条 この要綱において、次の各号に掲げる用語の意義は、当該各号に定めると

ころによる。 

(１) 住宅 次のいずれかに該当するものをいう。 

ア 居住を目的として、独立した基礎を有し、玄関、台所、居間、浴室、トイ

レ等を備えた建築物 

イ 店舗、事務所、賃貸住宅その他の事業の用に供する部分と自己の居住の用

に供する部分がある建築物にあっては、自己の居住の用に供する部分 

ウ マンションその他同一の棟内に独立して居住の用に供する部分が複数ある

建築物にあっては、自己の専有する部分 

(２) 子育て世帯 転入した日において１８歳に達する日以後の最初の３月３１

日までの間にある者を有する世帯をいう。 

(３) 新築住宅 新たに建設された住宅で、人の居住の用に供したことのないも

の（建設工事の完了の日から起算して１年を経過したものを除く。）をいう。 

(４) 中古住宅 新築住宅以外の住宅をいう。 

（補助対象者） 

第３条 補助金の交付の対象となる者（以下「補助対象者」という。）は、次の各

号のいずれにも該当するものとする。 

(１) 転入した日において年齢が満４５歳以下（配偶者を有する場合は配偶者を

含む。）であること。ただし、転入した日において子育て世帯である場合は、

この限りでない。  

(２) 転入した日から起算して過去２年間以上日光市以外の市区町村に住所を有

していたこと。 

（３） 補助金の交付対象となる住宅（以下「補助対象住宅」という。）を、自己



 

の居住の用に供するために市内に取得していること。 

(４) 補助対象住宅に５年以上定住する意思があること。 

(５) 市税を滞納していないこと。 

（６） 自治会に加入していること。ただし、居住地域に自治会が組織されていな

い場合はこの限りではない。 

(７) 補助対象住宅の所有権を２分の１以上有していること。 

（補助対象住宅） 

第４条 補助対象住宅は、転入した日から起算して前後１年間の取得に係る売買契

約又は工事請負契約を締結した住宅とする。 

２ 前項の規定にかかわらず、次の各号に該当する住宅については、補助の対象と

しないものとする。 

(１) 賃貸を目的とするもの 

(２) その他市長が不適当と認めるもの 

（補助対象経費） 

第５条 補助金の交付対象となる経費は、補助対象住宅の取得に要する費用とする。

ただし、同一目的の他の補助金等の交付を受けたときは、その額を控除した額と

する。 

（補助金の額等） 

第６条 補助金の額は、次の各号に掲げる取得した住宅の区分に応じ、当該各号に

定める額とする。 

(１) 住宅の新築又は新築住宅の購入 ２０万円  

(２) 中古住宅の購入 １０万円  

２ 前項の規定にかかわらず、次の各号に該当する場合には、同項の補助金の額に

当該各号に定める額を加算した額とする。 

(１) 子育て世帯である場合 ５万円 

(２) 補助対象住宅が、日光市立地適正化計画において、居住を誘導する区域と

して設定されている区域内にある場合 ５万円 

３ 前２項の規定にかかわらず、補助対象経費が補助金の額を下回るときは、当該

補助対象経費を補助金の額とする。この場合において、１，０００円未満の端数

があるときは、これを切り捨てた額とする。 

４ 補助金の交付は、一の補助対象者につき、１回限りとし、予算の範囲内で交付



 

する。 

（補助金の交付申請） 

第７条 補助金の交付を受けようとする者は、日光市移住促進住宅取得補助金交付

申請書兼請求書（様式第１号）に次の各号に掲げる書類を添えて市長に提出しな

ければならない。 

(１) 世帯全員の住民票の写し 

 (２) 移住元の住民票の除票の写し（２人以上の世帯の移住の場合は、世帯員の

全員が記載されているもの） 

(３) 直近の市税を完納していることを証する書類 

(４) 自治会加入証明書（様式第２号） 

(５) 住宅の取得に係る売買契約書又は工事請負契約書の写し 

(６) 住宅の取得に係る費用を支払ったことが確認できる書類の写し  

（７） 定住誓約書（様式第３号） 

(８) その他市長が必要と認める書類 

２ 前項の交付申請をすることができる期間は、補助対象住宅に住所を移した日か

ら１年以内とする。 

（補助金の交付決定） 

第８条 市長は、前条の申請書が提出されたときは、その内容を審査し、補助金の

交付の可否を決定し、規則第７条に定める補助金等(交付・不交付)決定通知書に

より申請者に通知するものとする。 

（交付決定の取消し及び返還） 

第９条 市長は、補助金の交付の決定を受けた者が次の各号のいずれかに該当する

ときは、補助金の交付の決定の全部又は一部を取り消し、又は既に交付した補助

金について期限を定めてその返還を命ずることができる。ただし、当該住宅の被

災等のやむを得ない事情があると市長が認めたときは、この限りでない。 

(１) 偽りその他不正の手段により補助金の交付を受けたとき。 

(２) 補助金の交付の申請の日から３年未満で転出したとき。 

(３) 補助金の交付の申請の日から３年以上５年未満で転出したとき。 

２ 前項に規定する既に交付した交付金の返還の額は、次のとおりとする。 

(１) 前項第１号又は第２号の規定に該当する場合 全額 

(２) 前項第３号の規定に該当する場合 半額 



 

（その他） 

第１０条 この要綱に定めるもののほか必要な事項は、市長が別に定める 

附 則 

 この要綱は、令和６年４月１日から施行する。 


